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① 日本製紙、木材から純国産の航空燃料 調達時 CO2 少なく 

2025 年 4 月 19 日 日本経済新聞 

 

 
日本製紙は木質チップからバイオエタノールをつくる 

 

日本製紙や住友商事は原料に東北地方の木材を使い、再生航空燃料（SAF）の原料となるバイオエタノールの製造・

販売に乗り出す。原料を国内で調達する「純国産」のため、輸入木材を使う場合に比べて原料調達時の二酸化炭素

（CO2）排出を抑えられ、エネルギー安全保障にもつながる。生産拡大に向け、間伐材などに原料を拡大できるかが課題

となる。 

 

廃食油由来は生産量に限界 

SAF には様々な製造方法がある。廃食油などを加工して生産する「Hydroprocessed Esters and Fatty Acids（HEFA）」

という技術はコストが抑えられ、実用化で先行する。特に外食チェーンや食品メーカーなどは油の使用量が多く、回収の

効率が良い。ただ養鶏・養豚向けの飼料や工業原料などとして、すでに用途が決まっていることが多く、SAF に回せる量

には限りがある。 

将来はバイオエタノールなどのアルコールから SAF をつくる「Alcohol to Jet（ATJ）」が増え、HEFA を逆転するとみられ

る。米ランザジェットが技術を持ち、国内では出光興産やコスモ石油、太陽石油が ATJ での生産に向けて動いている。ま

ずはサトウキビやトウモロコシからつくる「第 1 世代」のバイオエタノールを原料とする。ただ第 1 世代は食料と競合する。 

 

 

 

 



そこで木材を原料とする「第 2 世代」のバイオエタノールが注目を集める。製紙各社は紙の原料として木材を扱ってき

た実績や知見を生かし、ATJ 用バイオエタノールの生産に乗り出す。原料は様々で、レンゴーは建築廃材、大王製紙は

古紙や廃棄物を活用する。王子ホールディングス（HD）や日本製紙は木質チップを使う。すでに王子 HD が製造プラント

を稼働するなど技術は確立している。 

 

国産材の 1 割を調達 

日本製紙は国産木材 100%でバイオエタノール製造を目指す。燃料用を除く国産木材のうち約 10%を本業の製紙事業

などで使っていて、集荷網に強みをもつ。 

日本製紙は住友商事とバイオマス関連のスタートアップ、Green Earth Institute（グリーン・アース・インスティテュート、

GEI）の 3 社で共同出資会社を設立し、岩沼工場（宮城県岩沼市）にバイオエタノールのプラントを建設する。27 年から年

1000 キロリットル以上生産し、30 年ごろに数万キロリットル以上に引き上げる。バイオエタノールから SAF をつくる ATJ

の工程は石油元売りなどが担うことを想定する。 

国際民間航空機関（ICAO）が定めた「国際民間航空のためのカーボンオフセット及び削減スキーム（CORSIA）」で同枠

組みに適格な航空用燃料として認められるためには、原料調達から製造までの温暖化ガス（GHG）排出量を石油由来の

ジェット燃料に比べて 10%以上削減することが求められる。原料となるバイオマスが主産物の場合は、土地利用変化に

伴う GHG 排出量も加味して考える必要がある。 

バイオマス原料などを基に製造された純度 100%のジェット燃料は「ニート SAF」と呼ばれ、石油由来の燃料を混合した

うえで SAF として使う。例えば、ニート SAF の GHG 削減率が 20%の場合、50%混合すると SAF 全体で 10%削減したことに

なる計算だ。SAF の品質規格を規定する標準化団体 ASTM International は現在、従来燃料へのニート SAF の混合率を

最大 50%としている。 

 

輸送時の排出量を抑制 

24 年 6 月の資源エネルギー庁の資料によると、米国や欧州連合（EU）では SAF の GHG 削減率を 50%以上にすること

を基準にしている。日本国内で SAF を製造する場合、輸入原料に頼ると輸送時の CO2 排出量が多く、SAF の GHG 削

減率も低くなる。一方、国内で原料を調達すれば、輸送時の排出量を抑えられ、GHG 削減率は高くなる。 

 

 

 

種類が多いため単純比較はできないが、日本製紙によると国産の木質チップは輸入品より安いことが多いという。円

安で価格差は広がっているようだ。ただ輸入チップの方が品質が安定しているメリットがある。 

木をパルプに加工する過程で得られる「リグニン」と呼ばれる物質はエネルギー源として使える。太刀川寛・グリーン戦

略推進部長は「リグニンだけで、チップからアルコールをつくる過程すべてのエネルギーをまかなえるだろう」とみる。 

木は成長過程で CO2 を吸収するため、燃料として使っても環境負荷が少ない。事業者に GHG 排出量を算定・報告す

ることを求める地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）では、バイオマスの燃焼に伴う CO2 排出量はカウントしな

くてもよい。「CORSIA でも基本的には同じだと考えており、今後確認していく」（太刀川部長）という。 



 
バイオエタノールの生産設備をつくる日本製紙の岩沼工場 

 

間伐材の利用はグレー 

課題は認証の取得だ。国内では建築用木材を切り出したときに残る背板や間伐材、曲がっていて建築用木材として

使えなかった木などを製紙用チップにしている。 

ICAO の枠組みで CO2 削減効果のある SAF として認められるためには、「CORSIA 適格燃料」として登録・認証される

必要があり、背板については丸住製紙（愛媛県四国中央市）の工場で認証を取得した実績がある。ただ間伐材や製材に

ならなかった木材は「森林資源なのか林地残材なのかがグレー」（太刀川部長）といい、規格にマッチするかを確認して

いる。 

日本製紙は 27 年の製造予定量については背板だけでつくれると見込むが、さらに製造量を増やすためには間伐材な

どの活用も不可欠だ。 

また少子化などの影響で、林業では人手不足が深刻化している。日本製紙は独自に開発した「エリートツリー」という

木を活用し、国産チップの安定調達につなげる。エリートツリーは一般的なスギより成長が速く、木を植えた後に雑草を

除く「下刈り」を 5 回から 2 回程度に減らせる見込みだ。 

航空機は電動化が難しく、SAF は航空分野の脱炭素で当面の本命とみられている。国際航空運送協会（IATA）による

と 25 年の SAF 生産量は 27 億リットルと、24 年の 2.1 倍になる見通し。EU などで SAF 利用が義務化され、今後需要が

増えるとみられる。純国産の SAF が実用化されれば、エネルギー安全保障にも貢献しそうだ。 

（鈴木麻佑子） 

 

 

② 原油安、トランプ構想狂わす 増産進まず支持基盤直撃 

2025 年 4 月 18 日 日本経済新聞 

 

 
米テキサス州の原油生産設備 



トランプ米大統領の関税政策を受けた原油安が、同氏のエネルギー構想を狂わせている。原油を増産してガソリン価

格を引き下げ、液化天然ガス（LNG）の輸出を拡大させる戦略だった。市況は新規開発の採算ラインを下回り、同氏の支

持基盤である米エネルギー業界に打撃を与えている。 

 

 

 

「ドリル・ベイビー・ドリル（掘って掘って掘りまくれ）」。トランプ氏は 2024 年の大統領選で、原油増産でガソリン価格を

抑えると繰り返し訴えた。 

ベッセント財務長官は日量 300 万バレルの増産を目指すと掲げたことがある。ナバロ大統領上級顧問はこの増産を前

提 に「原油価格が 1 バレル 50 ドルまで下がればインフレ抑制につながる」と語った。 

足元でエネルギー生産は増えていない。米石油サービス会社のベーカー・ヒューズが 17 日に発表した石油・天然ガス

掘削機の稼働数は 585 台となり前年同週と比べて 34 台減った。 

トランプ政権の関税政策が世界経済の減速懸念を強め、原油価格が大幅に下落したためだ。とくにトランプ氏が今月

2 日に相互関税を発表した後の下げ幅は大きかった。 

1 バレル 70 ドル台をつけていた米原油指標の WTI（ウエスト・テキサス・インターミディエート）先物は、一時 50 ドル台

半ばまで下がった。今も 60 ドル台前半と、4 年ぶりの安値水準で推移している。 

 

 



エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）の野神隆之首席エコノミストは「新規開発の採算ラインである約 60 ドルを

下回ると生産が鈍化する可能性がある」と話す。米ダラス連邦準備銀行の調査ではシェールオイルやガスの新規開発に

65 ドル前後の価格が必要だ。 

新型コロナウイルスの流行が経済成長の足かせとなっていた 21 年以来の減産に転じるシナリオも浮上してきた。欧州

調査会社ケプラーのアナリストによると、WTI 原油価格が年間平均 60 ドルで推移した場合、25 年の米原油生産量が従

来予想の日量 1350 万バレルから、年末までに同 1310 万バレルまで下振れする可能性がある。 

 

 

 

原油安で米国のガソリン価格は下落したものの、生産も落ち込めば貿易赤字削減のため LNG の輸出を増やすという

戦略も不透明になる。トランプ氏はエネルギー業界の支持を失いかねない。 

ダラス連銀が 3 月に発表した四半期ごとの業界幹部向け調査の回答には匿名で恨み節が集まった。「50 ドルではドリ

ル・ベイビーは通用しない」「40 年の経歴でこんなに不確実性が高まったことはない」 

影響は大手企業に及ぶ。石油メジャーの米シェブロンは 26 年末までに社員の 15〜20%を削減する。エネルギー省の

ライト長官がかつて最高経営責任者（CEO）を務めたリバティー・エナジーは 1 月から株価が 40%下落した。 

26 年の中間選挙を控え、トランプ氏や共和党が業界からの支持を集めるために外国への圧力を強める可能性がある。

アラスカ州では LNG 事業の新規開発計画がある。米政権は日本に同計画への投資と LNG の調達を求めており、関税

交渉の材料となっている。 

対日交渉を担当するベッセント氏は 8 日、アラスカ州の LNG 事業について「日本やおそらく韓国、台湾が多くの資金を

提供するだろう。そうすれば（米製品への関税引き下げなどの）代わりになるかもしれない」と述べた。 

同事業は 440 億ドル（約 6 兆 2500 億円）を投じて、北部のガス田と南部の液化基地をパイプラインで結ぶ計画だ。日

本側にはコストが高いことから採算性を疑問視する声がある。 

（ヒューストン=大平祐嗣、真田湧生） 

 

 

 

 

 

 

 

 



③ アトミクス、加熱して消せる仮設路面標示用塗料 

2025 年 4 月 22 日 化学工業日報 

 

 

バーナーなどで加熱することでラインを消せる 

 

 アトミクスは、仮設路面標示用塗料「アトム消せるライン」の販売を開始したと発表した。路面標示として良好な視認性

を持ちながら、バーナーなどで加熱することで簡単に色が消せるため、イベントや工事の現場で手軽に使用できる。水性

塗料で周辺環境への負荷も小さい。現場の負担軽減につながる製品として顧客への提案を強化する。 

 仮設のラインを必要とする場面は橋梁や道路の工事にともなう短期間の車線切り替え、イベントでの一時的な誘導標

示など多くある。だが、施工後に白線を撤去する際、路面を傷めたり、産業廃棄物が発生したりするといった課題があっ

た。 

 新製品は使用後にバーナーなどで加熱することでラインを消せるため、撤去にかかる費用や手間を大幅に削減でき、

路面へのダメージもない。水性でありながら高い視認性を持ち、エアレススプレーやローラーなどで施工が可能で広範な

現場に対応できる点も特徴だ。 

 

 

④ カーボンブラック特集 資源循環型社会実現へ前進 

2025 年 4 月 17 日 化学工業日報 

 

 



 カーボンブラックの需要は自動車産業の動向に大きな影響を受けるが、コロナ禍以降は波に乗れない状況が続いてお

り、２０２４年も３年連続のマイナス成長となった。今年は回復が期待されているが、トランプ関税の影響が見通しにくいこ

ともあり、予想が難しくなっているのが現状である。ただ、カーボンブラックは自動車のタイヤやゴム部品の補強や機能

性付与に欠かせない材料であり、その必要性・有用性が変わることはない。現在、自動車関連産業ではリサイクルやリ

ユースを含めたサステナブル（持続可能）な循環型社会への対応が最大のテーマになっており、カーボンブラックが関係

する技術開発が具体的なプロジェクトとして進み始めている。とくに、使用ずみタイヤを熱処理して得られる原料油を使

用したカーボンブラックの供給が始まっており、今年度内には国内の全メーカーがＩＳＣＣ ＰＬＵＳ認証（国際持続可能性

カーボン認証）を取得する流れとなっている。 

 

 ＜２４年総需要 ３年連続減少＞ 

 カーボンブラック需要は、ゴム用と非ゴム用の比率がざっと９対１。ゴム用の中では自動車タイヤ向けが７割、非タイヤ

も自動車向けの機能ゴム部品用途が多い。このため、カーボンブラック需要全体の動きは、自動車および自動車タイヤ

産業の動向にリンクしたかたちとなる。 

 日本自動車工業会のまとめによると、２４年の四輪車生産台数は乗用車が７１３万９１８８台の前年比８・１％減、トラッ

ク・バスもマイナスで、全車種合計は８２３万４６４５台の同８・５％減となった。また、日本自動車タイヤ協会の調査では、

四輪車向け新車用タイヤ需要が３６４８万８０００本の同８・４％減。市販用タイヤ（補修用）の販売本数は６４３８万７０００

本の同１・４％減となった。輸出実績は３８９２万４７００本の同０・３％増となっている。四輪車以外も含めた原材料消費実

績でみると、新ゴム消費量は９１万２８５８トンの同４・６％減、カーボンブラック消費量は４１万８２８３トンの同４・６％減と

されている。 

 別表には、カーボンブラック協会調べによる会員外メーカーの出荷および輸入品を含む国内総需要の推移を示した。

それによると、２４年（実績見込み）の総需要は６４万８０７９トンで同４・４％減と、３年連続の減少。内訳は、タイヤ用が同

５・２％減、一般ゴム用は同５％減で、ゴム用合計は５５万９７９４トンの同５・１％減。非ゴム用は３万８７９０トンの同０・

１％減で、内需全体は５９万８５８４トンの同４・８％減となった。 

 一方、同協会の会員メーカーの生産・出荷実績では、２４年生産はゴム用が４８万６６７５トン（同６・１％減）、非ゴム用

その他が３万１２６４トン（同１２・２％増）のトータル５１万７９３９トン（同５・２％減）という実績。出荷量はゴム用４９万３４９

７トン（同５％減）、非ゴム用その他が２万９３４４トン（同２・５％増）のトータル５２万２８４１トン（同４・６％減）となっている。

ゴム用の国内内訳は、タイヤ向けが３７万８２４８トン（同５％減）、一般ゴム向けが１０万２８４９トン（同５・３％減）と報告さ

れている。 

 

 ＜輸出は３年ぶり増加＞ 

 

 また輸入は１０万８２９０トンの同１・９％減と、マイナス傾向が続いている。相手国は

韓国が３万４０８１トンの同５・５％減、タイが３万２３２９トンの同４・８％減と減少してい

るが、中国からの輸入は２万４０６０トンの同１１・３％増と拡大した。昨年の輸出は３年

ぶりに増え、４万９４９５トンの同１・６％増となっている。相手国として最大のタイへの

輸出が１万３０００トンの同７・９％増と伸びたことが目立つ。 

 別掲のグラフに、カーボンブラック協会調べによる毎年の生産量と、貿易統計による

輸出量・輸入量の推移を９４年からプロットした。いわゆるリーマン・ショック後の自動

車産業の構造変化（グローバル化、パワートレインの多様化、自動化・自律化など）に

ともない、カーボンブラックの国内生産量は全体的に漸減傾向であり、輸入量も減少し

てきている。 

 



 ＜原料タイト化で価格修正も＞ 

 カーボンブラック産業にとって悩ましいのは原料事情だ。カーボンブラックの

原料は、石炭系はコールタールを蒸留したクレオソート油類、石油系は原油留

分のうち最も重質な接触分解装置（ＦＣＣ）ボトム油がベースだが、どちらも供

給量は減少する方向。カーボンニュートラルが鉄鋼産業の構造変革を促して

おり、コールタールを産生する高炉の数が減っている。石油系も、軽質なガソ

リンなどの需要を重視する方向に動くことが多く、重質油の生産量は上がらな

い。 

 将来にわたって原料事情が好転する要素は見当たらないのが現状で、数年

前には原料確保に苦慮する状況もみられた。ここ数年は国内のカーボンブラ

ック生産が減少したため、一時期ほどではないもののタイト感は続いていると

いう。原料市況も高値で安定している状態だが、カーボンブラック向けの需要

が増えれば市況が再度高騰する可能性もある。また、カーボンブラック市況は原油価格と連動したフォーミュラーになっ

ていることが多いが、労務費や物流費、設備投資のコストも上昇しており、現状では必ずしも原油連動とはならず、カー

ボンブラックとして価格修正が必要だとの声が大きくなっている。昨年も値上げが打ち出されたが、今年も同様の動きに

なる可能性が高そうだ。 

 

 ＜全メーカーＩＳＣＣ取得へ 持続可能性で取り組み進展＞ 

 一方、自動車関連では、さまざまな分野で材料のサステナビリティに関する取り組みが進んできているが、とくに国内で

は使用ずみタイヤが毎年１００万トン発生するという問題がある。現在はサーマルリカバリー（熱回収）によって燃料とし

て有効利用されているが、そこに含まれている材料をリサイクルすることができれば、持続可能な社会を推進する点で大

きな要素になることは確かだ。 

 実際にタイヤを熱分解すると、スチールが１０％、油が４０％、カーボンブラックが３０％得られる。そこで、まずは熱分解

油をカーボンブラックの原料とすることで、ＩＳＣＣ ＰＬＵＳ認証（国際持続可能性カーボン認証）を取得して、サステナブル

なカーボンブラックを製造販売する動きが広がってきた。現在までに国内の３メーカーが同認証を取得しているが、残る２

メーカーも年度内に対応を完了する模様で、国産の全メーカーが認証を得ることになる。これは、リサイクル原料やバイ

オマス原料などのサステナブルな原料が、製品製造を含むサプライチェーン上で適切に管理されていることを担保する

国際認証制度であり、これによりマスバランス方式（サステナブル原料とそうでない原料が混合される場合に、サステナ

ブル原料の投入量に応じて、生産する製品の一部にそれを割り当てる手法）を活用した認証商品の販売が可能になる。

現時点での需要は、環境保護を意識したレースなどに使われる特別なタイヤに採用されることが多いようだが、消費者

意識の高まりが期待されるところ。 

 もう１つは、熱分解して得られるカーボンブラックを直接再生する方法だ。タイヤには、ＧＰＦ、ＦＥＦ、ＨＡＦ、ＩＳＡＦなどの

品種が混合されて使用されているが、熱分解された結果、ＦＥＦ相当がほとんどとなり、不純物も多く含まれているため分

離は困難だという。しかし、産学で実用化を目指す具体的なプロジェクトも始動している。かなり長期のプロジェクトになる

が、行方に注目したい。 

 インドの調査会社マーケッツアンドマーケッツの情報サービス「ナレッジストア」によると、持続可能なタイヤ材料市場は、

２４年から２９年までに年平均２６・５％で成長すると予想されている。この調査では、ゴム、持続可能なカーボンブラック、

シリカ、その他の項目で集計されているが、カーボンブラックについては、２４年が２万６２０トン、２５年は２万６２１５トン、

２６年は３万３３５２トン、２７年は４万２４６７トン、２８年は５万４１１５トン、２９年は６万９０１１トンで、年平均成長率は２７・

３％。２９年時点で年間７万トン弱と、絶対的な数量としてはまだまだ小さいという予想だが、時代の流れにより着実に進

むことは間違いないだろう。 

 



⑤ 東亜道路が新宿御苑で実証、「路面太陽光パネル」の実力 

2025 年 4 月 15 日 日刊工業新聞 

 

 
新宿御苑内の遊歩道への設置イメージ 

 

東亜道路工業は路面太陽光発電技術が環境省の「ネイチャーポジティブとカーボンニュートラルの同時実現に向けた

再生可能エネルギー推進技術等の評価・実証事業（うちソーラー舗装技術関連）」で採択された。 

今回の実証では、新宿御苑（東京都新宿区）内の園路に路面太陽光パネルを設置する。自然空間の中で太陽光での

発電量の検証、自然環境との整合性や調和性などのアンケート調査から社会受容性を確認する予定。自然豊かな景観

と路面型太陽光発電設備との調和を検討する事業に取り組んでいく。 

仏コラスなどが開発した舗装路面に設置可能な太陽光発電システムを活用する。太陽光パネル表面にすべり止め加

工を施しており、歩行者や自転車、さらに大型車の走行荷重が作用する厳しい条件下においても太陽光発電能力を持

続する技術を有している。 

 

 

⑥ 佐川急便、国際宅配便で SAF 活用 温暖化ガス 1 割減 

2025 年 4 月 16 日 日本経済新聞 

 

 

佐川急便のハイブリッド車のトラック 

 



佐川急便は 16 日、独物流大手 DHL の協力を得て海外向けの宅配便で再生航空燃料（SAF）の利用を始めると発表

した。輸送にかかる温暖化ガスの排出量を約 10 パーセント削減する。DHL の日本法人と SAF の利用に関する契約を同

日までに締結した。環境負荷の大きい航空輸送で脱炭素を進める。 

日本発海外向け輸送サービス「飛脚国際宅配便」で導入する。国内貨物と一緒に荷物を預かり、海外輸送は DHL の

ネットワークによって世界 220 以上の国や地域に運んでいる。SAF は廃食油やサトウキビなどのバイオマスを原料として

おり、既存のジェット燃料よりも二酸化炭素排出量が大幅に少ない。2024 年 10 月から試験的に利用していた。 

佐川の笹森公彰社長は「DHL とのパートナーシップを通じて、よりクリーンで効率的な航空輸送を加えることができた」と

コメントした。 

 

 

 

⑦ 再生航空燃料、愛知・田原で量産 レボ、新工場本格稼働 

2025 年 4 月 22 日 日本経済新聞 

 

レボインターナショナルは、愛知県田原市で再生航空燃料（SAF）とバイオディーゼル燃料を生産する工場を本格稼働

させた。外食店や食品工場から集めた廃食用油を原料とする。廃食油の精製技術を向上させ、大型設備を不要としたの

が特徴だ。生産した燃料は中部国際空港や近隣の自動車工場への納入を目指す。 

「廃食用油の地産地消を進める。全国に供給体制を整えたい」。18 日の竣工式でレボインターナショナルの越川哲也

社長は意気込んだ。同社は京都市に本社を置き、バイオ燃料などの製造を手掛ける。新工場は 2 月から試験的に稼働

させてきた。同社としては京都府の工場に続く 2 カ所目の生産拠点となり、SAF の量産は初めてになる。 

新工場ではバイオディーゼルを日量 3 万リットル、SAF を日量 600 リットルつくることができる。総工費は約 43 億円で、

敷地面積は 9768 平方メートル。 

 

 

 

⑧ 三井物産プラなど、卵殻アップサイクル開始 

2025 年 4 月 22 日 化学工業日報 

 

 

卵殻を配合したエッグトレー 

 

 三井物産プラスチックと全国鶏卵加工協議会は、卵殻を活用したアップサイクルプロジェクトを始めると発表した。廃棄

された卵殻を添加したポリエチレンコンパウンドでさまざまな製品を製造し、社会実装させる取り組み。物流資材として使

用する「卵殻入りエッグトレー」の開発に着手しているという。新製品の共同開発も進めていくという。 



 全国の鶏卵加工業者から排出される卵殻の量は年５万５０００トン程度とみられる。卵殻は石油由来樹脂と混合しても

物性が変わらず、条件が整えばリサイクルに有力な素材。肥料やロージンバッグなどのスポーツ用品として再利用され

る一部を除き、産業廃棄物として処理されるものを再利用するサプライチェーンを構築する。 

 第１弾となるエッグトレーは、プラスチックパレット・コンテナなど物流資材大手の三甲（岐阜県）と協業する。すでに試作

を終え、上半期中には鶏卵の物流で使用されるという。卵殻配合ペレット、トレーへの成形などのサプライチェーン構築

を三井物産プラスチックが担った。卵殻をリサイクルするには、数量確保や色合い、卵殻配合比率を統一したりする必要

があるという。 

 今後は、鶏卵業界だけでなく、卵由来の製品を扱うサプライチェーンや他業界でも卵殻のアップサイクルを促す考えで、

協議会の参画企業とともに新製品を共同開発する。 

 

 

⑨ おから原料のレジ袋 

前橋市、ベイシアなどと実証 市指定ごみ袋も兼ねる 
 

2025 年 4 月 22 日 日本経済新聞 

 

前橋市で「おから」から開発したプラスチック原料を配合したレジ袋の販売が始まった。市指定ごみ袋としても使える。市

と豆腐製造最大手の相模屋食料（前橋市）、井上ビニール（同）、スーパー大手のベイシア（同）、ベイシアグループでホ

ームセンター大手のカインズ（埼玉県本庄市）が実証実験として取り組み、普及に向けてまず 1 万枚を販売する。 

相模屋が開発した豆腐製造時に出る「おから」を使ったプラスチック原料「TOFURESIN（トーフレジン）」を用い、井上ビニ

ールと組んでレジ袋と市指定ごみ袋を兼ねる袋を開発。市内のベイシア前橋小島田店とカインズ前橋小島田店で売り出

した。20 リットルサイズの袋が 1 枚 7 円。生おからを袋 1 枚あたり 1.2 グラム使う。従来のレジ袋に比べて袋を開きやす

い利点もある。 

市によると、おからを原料としたプラスチック素材を使った指定ごみ袋は全国で初めて。小川晶市長は「プラスチックごみ

を減らして二酸化炭素（CO2）削減につなげたい。市内の資源循環の取り組みを知ってほしい」と話す。 

市は 2024 年 10 月、ベイシア、カインズと地域の課題解決に向けた包括連携協定を結んだ。翌 11 月には相模屋と井上

ビニールがトーフレジンを使った市指定ごみ袋を開発。裏面に 8 言語でごみの出し方を印刷して外国人住民らに配布し

た。今回はレジ袋も兼ねた市指定ごみ袋を開発した。 

 

 

 



⑩ 週間原油コストの推移 

週間コスト 1 円程度上昇 

  原油反発 円高基調継続 

2025 年 4 月 23 日 燃料油脂新聞 

 

 

 



 


